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 阪神水道企業団職員の辞令式に関する規則等の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和５年９月25日 

                            阪神水道企業団 

                            企業長 吉 田 延 雄 

 

阪神水道企業団規則第６号 

 

阪神水道企業団職員の辞令式に関する規則等の一部を改正する規則 

 

 （阪神水道企業団職員の辞令式に関する規則の一部改正） 

第１条 阪神水道企業団職員の辞令式に関する規則（昭和35年規則第７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（用語の定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲

げる用語の意義は、当該各号の定めると

ころによる。 

 ⑴から⒆まで 省略 

 ⒇ 退  職 阪神水道企業団職員の定

年に関する条例（昭和 59年条例第５

号。以下「定年条例」という。）の規

定、定年前再任用及び暫定再任用の任

期満了並びに職員の自発的意志又は死

亡により、職員としての身分を失う場

合をいう。 

(21) 省略 

(22) 定年前再任用 法第22条の４第１項

の規定により採用する場合をいう。 

 

(23) 暫定再任用 地方公務員法の一部を

改正する法律（令和３年法律第63号）

附則第４条第１項若しくは第２項又は

第６条第１項若しくは第２項の規定に

より採用する場合をいう。 

(24)から(29)まで 省略 

 

 

 

 （用語の定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲

げる用語の意義は、当該各号の定めると

ころによる。 

 ⑴から⒆まで 省略 

 ⒇ 退  職 阪神水道企業団職員の定

年に関する条例（昭和 59年条例第５

号。以下「定年条例」という。）の規

定及び再任用の任期満了並びに職員の

自発的意志又は死亡により、職員とし

ての身分を失う場合をいう。 

 

(21) 省略 

(22) 会計年度任用  法第 22条の２第１

項の規定により採用する場合をい

う。 

(23) 再 任 用 法第28条の４第１項、第

28条の５第１項又は第28条の６第１項

若しくは第２項の規定により採用する

場合をいう。 

 

(24)から(29)まで 省略 
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別 記 

 （別紙１のとおり） 

 

別 記 

 （別紙２のとおり） 

 

備考 

１ 改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する改正後の欄中下線が引かれた部

分（以下「改正後部分」という。）がある場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改める。  

２ 改正部分に対応する改正後部分がない場合には、当該改正部分を削る。 

３ 改正後部分に対応する改正部分がない場合には、当該改正部分を加える。  

４ 別記を別紙２に記載する別記から別紙１に記載する別記に改める。 

 

  

 （阪神水道企業団職員の退職管理に関する規則の一部改正） 

第２条 阪神水道企業団職員の退職管理に関する規則（平成28年規則第５号）の一部を次の

ように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

 （企業への再就職の届出を要しない場

合） 

第 23条  条例第３条の規則で定める場合

は、次に掲げる場合とする。 

 ⑴ 省略 

 ⑵ 法第22条の４第１項の規定により職

員として採用された場合 

 

 ⑶ 省略 

 

 

 （企業への再就職の届出を要しない場

合） 

第 23条  条例第３条の規則で定める場合

は、次に掲げる場合とする。 

 ⑴ 省略 

 ⑵ 法第28条の４第１項又は第28条の５

第１項の規定により職員として採用さ

れた場合 

 ⑶ 省略 

 

備考 

１ 改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する改正後の欄中下線が引かれた部

分（以下「改正後部分」という。）がある場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改める。  

２ 改正部分に対応する改正後部分がない場合には、当該改正部分を削る。 

３ 改正後部分に対応する改正部分がない場合には、当該改正部分を加える。 

 

 

（阪神水道企業団職員就業規則の一部改正） 

第３条 阪神水道企業団職員就業規則（平成11年規則第２号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

 （宿日直勤務） 

第９条 職員（第２条の臨時職員及び嘱託

職員並びに法第22条の４第１項の規定に

より採用された職員（第12条第２項にお

いて「定年前再任用短時間勤務職員」と

 

 （宿日直勤務） 

第９条 職員（第２条の臨時職員及び嘱託

職員並びに法第28条の４第１項、第28条

の５第１項又は第28条の６第１項若しく

は第２項の規定により採用された職員

　　　　令和５年10月16日　　　　 阪 神 水 道 企 業 団 公 報　　    　　 　　　　第376号　　　　

‐3‐



いう。）を除く。）は、阪神水道企業団

宿日直規程（昭和33年管理規程第12号）

の定めるところにより、宿日直勤務を命

ぜられることがある。 

 

（服務の宣誓等） 

第12条 省略 

２ 前項の職員（定年前再任用短時間勤務

職員を除く。）は、採用後速やかに履歴

書、誓約書、卒業証明書、免許証の写し

等必要な書類を企業長に提出しなければ

ならない。 

 

（第12条第２項において「再任用職員」

という。）を除く。）は、阪神水道企業

団宿日直規程（昭和 33年管理規程第 12

号）の定めるところにより、宿日直勤務

を命ぜられることがある。 

 （服務の宣誓等） 

第12条 省略 

２  前項の職員（再任用職員を除く。）

は、採用後速やかに履歴書、身元保証

書、誓約書、卒業証明書、免許証の写し

等必要な書類を企業長に提出しなければ

ならない。 

 

備考 

１ 改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する改正後の欄中下線が引かれた部

分（以下「改正後部分」という。）がある場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改める。  

２ 改正部分に対応する改正後部分がない場合には、当該改正部分を削る。 

３ 改正後部分に対応する改正部分がない場合には、当該改正部分を加える。  

 

 

（超過勤務手当支給規則の一部改正） 

第４条 超過勤務手当支給規則（昭和27年訓令第112号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

 （適用範囲） 

第１条 省略 

 ⑴ 監督又は管理の地位にある者（地方

公務員法（昭和 25年法律第 261号）第

22条の４第１項の規定により採用され

た職員を除く。） 

 

 ⑵ 省略 

 

 

 （適用範囲） 

第１条 省略 

 ⑴ 監督又は管理の地位にある者（地方

公務員法（昭和 25年法律第 261号）第

28条の４第１項、第28条の５第１項又

は第28条の６第１項若しくは第２項の

規定により採用された職員を除く。） 

 ⑵ 省略 

 

備考 

１ 改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する改正後の欄中下線が引かれた部

分（以下「改正後部分」という。）がある場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改める。  

２ 改正部分に対応する改正後部分がない場合には、当該改正部分を削る。  

３ 改正後部分に対応する改正部分がない場合には、当該改正部分を加える。  

 

 

 （阪神水道企業団管理職手当の支給に関する規則の一部改正） 

第５条 阪神水道企業団管理職手当の支給に関する規則（昭和35年規則第４号）の一部を次
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のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

 （支給対象者） 

第２条 省略 

２ 前項の規定にかかわらず、地方公務員

法（昭和 25年法律第 261号）第 22条の４

第１項の規定により採用された職員には

管理職手当を支給しない。 

 

 

 （支給額） 

第３条 省略 

２ 別表に掲げる職務の級が５級の職にあ

る者のうち、正規の勤務時間外（休日に

おける正規の勤務時間を含む。）に勤務

したものにあつては、前項の規定による

額に当該勤務した１時間につき 1,000円

を加算することができる。ただし、１回

の勤務が２時間に満たない場合を除く。 

（条例附則第９項の規定の適用を受ける

職員の支給額） 

第６条 条例附則第９項の規定の適用を受

ける職員に対する第３条の規定の適用に

ついては、当分の間、同条第１項中「掲

げる額」とあるのは、「掲げる額に 100

分の70を乗じて得た額（その額に、50円

未満の端数があるときはこれを切り捨

て、 50円以上 100円未満の端数があると

きはこれを 100円に切り上げた額）」と

する。 

 

 

 （支給対象者） 

第２条 省略 

２ 前項の規定にかかわらず、地方公務員

法（昭和 25年法律第 261号）第 28条の４

第１項、第28条の５第１項又は第28条の

６第１項若しくは第２項の規定により採

用された職員には管理職手当を支給しな

い。 

 （支給額） 

第３条 省略 

２ 別表５級の職にある者のうち、正規の

勤務時間外（休日における正規の勤務時

間を含む。以下同じ。）に勤務したもの

にあつては、前項の規定による額に当該

勤務した１時間につき 1,000円を加算す

ることができる。ただし、１回の勤務が

２時間に満たない場合を除く。 

 

備考 

１ 改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する改正後の欄中下線が引かれた部

分（以下「改正後部分」という。）がある場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改める。  

２ 改正部分に対応する改正後部分がない場合には、当該改正部分を削る。 

３ 改正後部分に対応する改正部分がない場合には、当該改正部分を加える。 

 

 

 （阪神水道企業団管理職員特別勤務手当の支給に関する規則の一部改正） 

第６条 阪神水道企業団管理職員特別勤務手当の支給に関する規則（平成27年規則第１号）
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の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（条例附則第９項の規定の適用を受ける

職員の支給額） 

第６条 条例附則第９項の規定の適用を受

ける職員に対する第３条第１項及び第４

項の規定の適用については、当分の間、

これらの規定中「定める額」とあるの

は、「定める額に 100分の 70を乗じて得

た額（その額に、50円未満の端数がある

ときはこれを切り捨て、 50円以上 100円

未満の端数があるときはこれを 100円に

切り上げた額）」とする。 

（雑則） 

第７条 省略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （雑則） 

第６条 省略 

 

備考 

１ 改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する改正後の欄中下線が引かれた部

分（以下「改正後部分」という。）がある場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改める。  

２ 改正部分に対応する改正後部分がない場合には、当該改正部分を削る。 

３ 改正後部分に対応する改正部分がない場合には、当該改正部分を加える。 

 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

 （阪神水道企業団職員の辞令式に関する規則の一部改正に伴う経過措置） 

２ 令和５年４月１日から施行日までの間に交付された辞令書は、第１条の規定による改正

後の阪神水道企業団職員の辞令式に関する規則により交付されたものとみなす。 

 （阪神水道企業団職員の退職管理に関する規則の一部改正に伴う経過措置） 

３ 第２条の規定による改正後の阪神水道企業団職員の退職管理に関する規則第23条第２号

の規定は、暫定再任用職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63号）

附則第４条第１項若しくは第２項又は第６条第１項若しくは第２項の規定により採用され

た職員をいう。以下同じ。）について準用する。この場合において、同号中「第22条の４

第１項」とあるのは、「地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63号）附則

第４条第１項若しくは第２項又は第６条第１項若しくは第２項」と読み替えるものとする。 

 （阪神水道企業団職員就業規則の一部改正に伴う経過措置） 

４ 第３条の規定による改正後の阪神水道企業団職員就業規則第９条の規定は、暫定再任用

職員について準用する。この場合において、同条中「第22条の４第１項」とあるのは「地
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方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63号）附則第４条第１項若しくは第２

項又は第６条第１項若しくは第２項」と、「定年前再任用短時間勤務職員」とあるのは

「暫定再任用職員」と読み替えるものとする。 

 （超過勤務手当支給規則の一部改正に伴う経過措置） 

５ 第４条の規定による改正後の超過勤務手当支給規則第１条第１項第１号の規定は、暫定

再任用職員について準用する。この場合において、同号中「第22条の４第１項」とあるの

は、「地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63号）附則第４条第１項若し

くは第２項又は第６条第１項若しくは第２項」と読み替えるものとする。 

 （阪神水道企業団管理職手当の支給に関する規則の一部改正に伴う経過措置） 

６ 第５条の規定による改正後の阪神水道企業団管理職手当の支給に関する規則第２条第２

項の規定は、暫定再任用職員について準用する。この場合において、同条中「第22条の４

第１項」とあるのは、「地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63号）附則

第４条第１項若しくは第２項又は第６条第１項若しくは第２項」と読み替えるものとする。 
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◇訓     令◇ 
 

訓令第２号 

庁中一般  

各  所  

 

阪神水道企業団決裁規程及び阪神水道企業団出勤簿等取扱規程の一部を改正する規程を次

のように定める。 

令和５年10月10日 

 

阪神水道企業団      

企業長 吉 田 延 雄  

 

阪神水道企業団決裁規程及び阪神水道企業団出勤簿等取扱規程の一部を改正す

る規程 

 

（阪神水道企業団決裁規程の一部改正） 

第１条 阪神水道企業団決裁規程（平成６年訓令第１号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（企業長決裁） 

第４条 省略 

２ 前項に規定する重要な事項とは、おおむ

ね次のとおりとする。 

⑴から(21)まで 省略 

(22) ７級以上の職にある職員の出張に関

すること。ただし、阪神水道企業団出勤

簿等取扱規程（昭和34年訓令第154号）

に定める出退勤管理システムに関する

ことを除く。 

(23)から(32)まで 省略 

 

別表第１号（第６条関係） 

部

名 

課

名 

部長専決事項 課長専決事項 

総

務

部 

 

総

務

課 

１～９ 省略 

10 規則、訓令、管

理規程その他 例

規の軽易な改正

に関すること。 

11～17 省略 

 

１～９ 省略 

 

 

10～30 省略 

 

 

 

（企業長決裁） 

第４条 省略 

２ 前項に規定する重要な事項とは、おおむ

ね次のとおりとする。 

⑴から(21)まで 省略 

(22) ７級以上の職にある職員の出張、休

暇、欠勤その他の服務に関すること。 

 

 

 

(23)から(32)まで 省略 

 

別表第１号（第６条関係） 

部

名 

課

名 

部長専決事項 課長専決事項 

総

務

部 

 

総

務

課 

１～９ 省略 

10  恩給年額の改

定に関すること。 

 

 

11～17 省略 

 

１～９ 省略 

10  恩給の支給に

関すること。 

11～31 省略 
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経

営

管

理

課 

１～４ 省略 １～20 省略 

技

術

部 

 

浄

水

計

画

課 

１～３ 省略 

 

１～６ 省略 

 

施

設

管

理

課 

１ 省略 

 

１～６ 省略 

 

工

務

課 

１及び２ 省略 

 

１～３ 省略 

 

 

別表第２号（第７条関係） 

部長共通専決事項 課長共通専決事項 

１  ７級又は６級の職

にある職員の即日帰

庁の出張に関するこ

と。 

２  ６級以下の職にあ

る職員の宿泊を要す

る出張に関すること。

ただし、総務部長の合

議を必要とする。 

 

 

 

 

 

 

３  ７級又は６級の職

にある職員の休暇、欠

勤その他服務の許可

又は承認に関するこ

と。 

４  ７級又は６級の職

にある職員の超過勤

務命令及び休日出勤

に関すること。 

 

５～13 省略 

 

１  ５級以下の職にあ

る職員の即日帰庁の

出張に関すること。 

２  ５級以下の職にあ

る職員の休暇、欠勤そ

の他服務の許可又は

承認に関すること。 

３  ５級以下の職にあ

る職員の超過勤務命

令及び休日出勤に関

すること。 

４～20 省略 

 

 

 

別表第３号（第８条関係） 

場長及び所長専決事項 

１ ６級以下（技術部浄水管理事務所においては、

７級以下。以下同じ。）の職にある職員の即日帰

庁の出張に関すること。 

２ ６級以下の職にある職員の休暇、欠勤その他服

務の許可又は承認に関すること。 

経

営

管

理

課 

１～４ 省略 １～20 省略 

技

術

部 

 

浄

水

計

画

課 

１～３ 省略 

 

１～６ 省略 

 

施

設

管

理

課 

１ 省略 

 

１～６ 省略 

 

工

務

課 

１及び２ 省略 

 

１～３ 省略 

 

 

別表第２号（第７条関係） 

部長共通専決事項 課長共通専決事項 

１ 課長、場長、所長、

主幹、副場長及び副所

長の即日帰庁の出張

に関すること。 

２  係長以下の宿泊を

要する出張に関する

こと。ただし、総務部

長の合議を必要とす

る。 

３ 課長、場長、所長、

主幹、副場長及び副所

長の３日以内の出張

に関すること。ただ

し、総務部長の合議を

必要とする。 

４ 課長、場長、所長、

主幹、副場長及び副所

長の休暇、欠勤その他

服務の許可又は承認

に関すること。 

５ 課長、場長、所長、

主幹、副場長及び副所

長の超過勤務命令及

び休日出勤に関する

こと。 

６～14 省略 

 

１  係長以下の即日帰

庁の出張に関するこ

と。 

２ 係長以下の休暇、欠

勤その他服務の許可

又は承認に関するこ

と。 

３  係長以下の超過勤

務命令及び休日出勤

に関すること。 

 

４～20 省略 

 

 

 

別表第３号（第８条関係） 

場長及び所長専決事項 

１ 係長以下（技術部浄水管理事務所においては、

課長以下。以下同じ。）の即日帰庁の出張に関す

ること。 

２ 係長以下の休暇、欠勤その他服務の許可又は承

認に関すること。 

　　　　令和５年10月16日　　　　 阪 神 水 道 企 業 団 公 報　　    　　 　　　　第376号　　　　

‐9‐



３ ６級以下の職にある職員の超過勤務命令及び休

日出勤に関すること。 

４～14 省略 

 

 

 

３ 係長以下の超過勤務命令及び休日出勤に関する

こと。 

４～14 省略 

 
 

備考 

１ 改正前の欄中下線が引かれた部分(以下「改正部分」という。)に対応する改正後の欄中下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)がある場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改める。 

２ 改正部分に対応する改正後部分がない場合には、当該改正部分を削る。 

３ 改正後部分に対応する改正部分がない場合には、当該改正部分を加える。  

 

 

（阪神水道企業団出勤簿等取扱規程の一部改正） 

第２条 阪神水道企業団出勤簿等取扱規程（昭和34年訓令第154号）の一部を次のように改正

する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（職務に専念する義務の免除） 

第６条の３ 省略 

２ 前項の規定にかかわらず、専免条例第２

条第２号に掲げる場合にあつては総務部総

務課長が、同条第３号に掲げる場合にあつ

ては当該団体が、職務専念義務免除申請書

を企業長に提出し、一括して承認を受ける

ことができる。 

（病気の場合の届出） 

第７条 病気のため連続７日間を超えて出勤

しない者は、医師の証明書等病気である事

実を証明するに足る書面（第９条において

「証明書」という。）を添付して許可を受

けなければならない。 

（病気の場合の届出） 

第９条 省略 

２ 正当な理由なく職員証読取機への職員証

の認識又は許可の手続を怠り、若しくは第

７条に定める証明書を提出しないものは、

無許可の欠勤とみなす。 

 （出勤簿等の確認） 

第11条  各所属における庶務を担当する室

長、係長又は主査は、出退勤管理システム

の端末機の画面上において出勤簿等の記録

表示を確認する。 

 

（職務に専念する義務の免除） 

第６条の３ 省略 

２ 前項の規定にかかわらず、専免条例第２

条第２号に掲げる場合にあつては総務部総

務課長が、専免条例第３号に掲げる場合に

あつては当該団体が、職務専念義務免除申

請書を企業長に提出し、一括して承認を受

けることができる。 

（病気の場合の届出） 

第７条 病気のため連続７日間を超えて出勤

しない者は、医師の診断書を添付して許可

を受けなければならない。 

 

 

（病気の場合の届出） 

第９条 省略 

２ 正当な理由なく職員証読取機への職員証

の認識又は許可の手続を怠り、若しくは第

７条の証明書を提出しないものは、無許可

の欠勤とみなす。 

 （出勤簿等の確認） 

第11条  各所属における庶務を担当する室

長、係長又は主査は、出退勤管理システム

の端末機の画面上において別表に定める区

分に従い出勤簿等の記録表示を確認する。 
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 （出勤状況等の報告） 

第12条 統括出勤簿等管理者は、毎月の職員

出勤状況及び部分休業の状況を翌月５日ま

でに企業長に報告しなければならない。 

 

 

別表 削除 

様式第４ 削除 

様式第５ 削除 

 

 （出勤状況等の報告） 

第12条 統括出勤簿等管理者は、毎月の職員

出勤状況（様式第４）及び部分休業の状況

（様式第５）を翌月５日までに企業長に報

告しなければならない。 

 

別表 省略 

様式第４ 省略 

様式第５ 省略 

 

備考 

１ 改正前の欄中下線が引かれた部分(以下「改正部分」という。)に対応する改正後の欄中下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)がある場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改める。 

２ 改正部分に対応する改正後部分がない場合には、当該改正部分を削る。 

３ 改正後部分に対応する改正部分がない場合には、当該改正部分を加える。  

 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規程は、公布の日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

 （阪神水道企業団決裁規程の一部改正に伴う経過措置） 

２ 令和５年４月１日から施行日までの間に行われた手続その他行為は、第１条の規定による

改正後の阪神水道企業団決裁規程によるものとみなす。 

 （阪神水道企業団出勤簿等取扱規程の一部改正に伴う経過措置） 

３ 令和５年４月１日から施行日までの間に行われた手続その他行為は、第２条の規定による

改正後の阪神水道企業団出勤簿等取扱規程によるものとみなす。 
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